
計算書類に対する注記(法人全体用) 別紙１

１．継続事業の前提に関する注記

該当する事項はございません。

２．重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却の方法

 　・ 建物及び構築物、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品

        残存価額を零とする定額法によっております。

　　　　なお、耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」(昭和40年 3月31日大蔵省令第15号)によるもので

　　　　す。　

 　・ 権利及びソフトウェア

　　　　残存価額を零とする定額法によっております。

　　　　なお、耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」(昭和40年 3月31日大蔵省令第15号)によるもので

　　　　す。

（2）引当金の計上基準

　 ・ 退職給付引当金

　　　　一般財団法人秋田県民間社会事業福利協会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち

        法人の負担額に相当する金額の累計額を計上しています。

 　・ 賞与引当金

　　　　職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

（3）リース取引の会計処理

 　・ リース物件の所有権が借り主に移動するもの以外のファイナンス・リース取引については、売買処理によることと

　　　しております。但し、リース料総額が 300万円未満のリース契約については、賃貸借取引に準じた会計処理によっ

　　　てます。なお、当該事業年度の末日における未経過リース料は 2,311,530円です。

 (4) 消費税等の会計処理

　 ・ 消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

３．重要な会計方針の変更

該当する事項はございません。

４．法人で採用する退職給付制度

当法人で採用する退職給付制度はの以下のとおりです｡

 (1) 独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度

 (2) 一般財団法人秋田県民間社会事業福利協会の実施する退職共済制度

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりです。

(1)法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式､第2号第1様式､第3号第1様式)

(2)事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式､第2号第2様式､第3号第2様式)

(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)

(4)公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)

   当法人では､公益事業を実施していないため作成しておりません｡

(5)収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)

   当法人では､収益事業を実施していないため作成しておりません｡

(6)各拠点区分におけるｻｰﾋﾞｽ区分の内容

  ｱ 法人本部（社会福祉事業）

  ｲ 白百合保育園（社会福祉事業）
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　ｳ 白百合いずみこども園（社会福祉事業）

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位 :円)

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当する事項はございません。

８．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

(単位 :円)

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

(単位 :円)

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位 :円)

合　　計 1,117,820,677 224,305,966 893,514,711

車輌運搬具 5,940,040 4,626,833 1,313,207

器具及び備品 53,196,757 36,192,877 17,003,880

構築物 233,709,814 67,335,464 166,374,350

機械及び装置 5,016,564 5,016,559 5

(基)土地 118,936,111 0 118,936,111

(基)建物 701,021,391 111,134,233 589,887,158

当期末残高

建　物
(秋田市泉中央五丁目32番地１)

436,319,695

計 436,319,695

設備資金借入金
(一年以内返済予定額を含む)

190,000,000

計 190,000,000

勘定科目 取得価額 減価償却累計額

(基)建物 604,952,126 0 15,064,968 589,887,158

合　　計 723,888,237 0 15,064,968 708,823,269

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(基)土地 118,936,111 0 0 118,936,111
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10．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位 :円)

11．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当する事項はございません。

12．関連当事者との取引の内容

該当する事項はございません。

13．重要な偶発債務

該当する事項はございません。

14．重要な後発事象

該当する事項はございません。

15．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当する事項はございません。

16．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために

必要な事項

該当する事項はございません。

合　　計 3,026,134 0 3,026,134

事業未収金 2,644,045 0 2,644,045

未収金 382,089 0 382,089

勘定科目 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
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計算書類に対する注記(法人本部拠点区分用) 別紙２

１．重要な会計方針

該当する事項はございません｡

２．重要な会計方針の変更

該当する事項はございません。

３．採用する退職給付制度

該当する事項はございません｡

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりです。

(1)法人本部計算書類

  (会計基準省令第1号第4様式､第2号第4様式､第3号第4様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))

５．基本財産の増減の内容及び金額

該当する事項はございません｡

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当する事項はございません。

７．担保に供している資産

該当する事項はございません。

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当する事項はございません｡

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当する事項はございません。

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当する事項はございません。

11．重要な後発事象

該当する事項はございません。

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす

るために必要な事項

該当する事項はございません。
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計算書類に対する注記(白百合保育園拠点区分用) 別紙２

１．重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却の方法

 　・ 建物及び構築物、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品

　　　　残存価額を零とする定額法によっております。

　　　　なお、耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」(昭和40年 3月31日大蔵省令第15号)によるもので

　　　　す。

 　・ 権利及びソフトウェア

　　　　残存価額を零とする定額法によっております。

　　　　なお、耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」(昭和40年 3月31日大蔵省令第15号)によるもので

　　　　す。

（2）引当金の計上基準

 　・ 退職給付引当金

　　　　一般財団法人秋田県民間社会事業福利協会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち

　　　　法人の負担額に相当する金額の累計額を計上しています。

 　・ 賞与引当金

　　　　職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

（3）リース取引の会計処理

 　・ リース物件の所有権が借り主に移動するもの以外のファイナンス・リース取引については、売買処理によることと

　　　しております。但し、リース料総額が 300万円未満のリース契約については、賃貸借取引に準じた会計処理によっ

　　　てります。なお、当該事業年度の末日における未経過リース料は 2,311,530円です。

２．重要な会計方針の変更

該当する事項ははございません。

３．採用する退職給付制度

当拠点区分で採用する退職給付制度は以下のとおりです｡

（1）独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度

（2）一般財団法人秋田県民間社会事業福利協会の実施する退職共済制度

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりです。

(1)白百合保育園計算書類

  (会計基準省令第1号第4様式､第2号第4様式､第3号第4様式)

(2)拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位 :円)

(基)建物 158,780,533 5,213,070 153,567,463

合　　計 277,716,644 0 5,213,070 272,503,574

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(基)土地 118,936,111 118,936,111
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６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当する事項はございません。

７．担保に供している資産

該当する事項はございません。

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位 :円)

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位 :円)

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当する事項はございません｡

11．重要な後発事象

該当する事項はございません｡

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす

るために必要な事項

該当する事項はございません。

事業未収金 547,270 547,270

合　　計 547,270 0 547,270

器具及び備品 35,342,902 31,932,606 3,410,296

合　　計 491,041,584 196,519,071 294,522,513

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

構築物 72,598,151 55,302,720 17,295,431

機械及び装置 5,016,564 5,016,559 5

車輌運搬具 5,940,040 4,626,833 1,313,207

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(基)土地 118,936,111 118,936,111

(基)建物 253,207,816 99,640,353 153,567,463
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計算書類に対する注記(白百合いずみこども園拠点区分用) 別紙２

１．重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却の方法

　 ・ 建物、器具及び備品

　　　　残存価額を零とする定額法によっております。

　　　　なお、耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」(昭和40年 3月31日大蔵省令第15号)によるもので

　　　　す。

　 ・ ソフトウェア

　　　　残存価額を零とする定額法によっております。

　　　　なお、耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」(昭和40年 3月31日大蔵省令第15号)によるもので

　　　　す。

（2）引当金の計上基準

　 ・ 退職給付引当金

　　　　一般財団法人秋田県民間社会事業福利協会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち、

　　　　法人の負担額に相当する金額の累計額を計上しています。

　 ・ 賞与引当金

　　　　職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

（3）リース取引の会計処理

　 ・ リース物件の所有権が借り主に移動するもの以外のファイナンス・リース取引については、売買処理によることと

　　　しております。但し、リース料総額が 300万円未満のリース契約については、賃貸借取引に準じた会計処理によっ

　　　ております。なお、当該事業年度の末日における未経過リース料はございません。

２．重要な会計方針の変更

該当する事項はございません。

３．採用する退職給付制度

当拠点区分で採用する退職給付制度は以下のとおりです。

(1) 独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度

(2) 一般財団法人秋田県民間社会事業福利協会の実施する退職共済制度

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりです。

（1）白百合いずみこども園計算書類

　　(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)

（2）拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))

（3）拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位 :円)

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

合　　計 446,171,593 0 9,851,898 436,319,695

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(基)建物 446,171,593 0 9,851,898 436,319,695
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該当する事項はございません。

７．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

(単位 :円)

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

(単位 :円)

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位 :円)

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位 :円)

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当する事項はございません。

11．重要な後発事象

該当する事項はございません。

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす

るために必要な事項

該当する事項はございません。

合　　計 2,478,864 0 2,478,864

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 2,096,775 0 2,096,775

未収金 382,089 0 382,089

構築物 161,111,663 12,032,744 149,078,919

器具及び備品 17,853,855 4,260,271 13,593,584

合　　計 626,779,093 27,786,895 598,992,198

設備資金借入金
(一年以内返済予定額を含む)

190,000,000

計 190,000,000

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(基)建物 447,813,575 11,493,880 436,319,695

建　物
(秋田市泉中央五丁目42番地１)

436,319,695

計 436,319,695
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